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１．障害者保健福祉施策の現状



障害保健福祉施策の直面する課題障害保健福祉施策の直面する課題

• 新たな利用者の急増に伴い、サービス費用も増大。今後も利用者の増加
が見込まれる中、現状のままでは制度の維持が困難。

• 大きな地域格差（全国共通の利用のルールがない、地域におけるサービ
ス提供体制が異なる、市町村の財政力格差）

• 障害種別ごとに大きなサービス格差、制度的にも様々な不整合、精神障
害者は支援費制度にすら入っていない

• 働く意欲のある障害者が必ずしも働けていない

障害者が地域で普通に暮らせるための基盤が十分整備されていない

しかし

支援費制度の施行により新たにサービスの利用者が増え、

地域生活支援が前進



ホームヘルプサービス支給決定者数の推移
（平成１５年４月～平成１６年１０月）
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身体障害者 知的障害者 児童

単位：人 １５年４月を
１とすると

２．４１

１．７７

１．３６

精神障害者のホームヘルプサービスの利用者：１０，６８９人（平成１６年９月）

支援費制度施行後、利用者数は急増

対象者は1年半で
1．6倍に



身体障害者
ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ
ｻｰﾋﾞｽ

2,283 （72％） 2,328 （73％） 2,067 （83％）

知的障害者
ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ
ｻｰﾋﾞｽ

986 （30％） 1,498 （47％） 1,656 （66％）

精神障害者
ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ
ｻｰﾋﾞｽ

ー ー 1,231 （39％） 1,234 （49％）

障害児
ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ
ｻｰﾋﾞｽ

ー ー 1,051 （34％） 1,228 （49％）

平成16年10月平成15年4月平成14年3月

ホームヘルプサービス実施市町村数ホームヘルプサービス実施市町村数

（注１）括弧内は全市町村に対する割合
（注２）精神障害者に係る平成１５年４月の数字は、前年度末現在のもの。

障害種別間の格差は大きく、未実施市町村も多数

精神障害者は
支援費制度の対象外



人口１万人当たりの支援費ホームヘルプサービスの支給決定者数と介護保険の要介護認定者数の割合
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支給決定者/人口１万

要介護認定者/６５歳以上人口

支援費　最大：7．8倍
介護保険　最大：1.7倍

人口１万対支給決定者数人口１万対支給決定者数

サービス水準にも大きな地域間格差が存在



在宅サービスに係る予算の状況在宅サービスに係る予算の状況

14年度 15年度 16年度 17年度

▲12億

493億

516億
(563億)
※

602億

930億

＋23億
(4.7％増)

＋86億
(16.7％増)

＋328億
(54.5％増)

▲128億
当年度不足額

当初予算

※ 平成15年度予算は11ヶ月予算で
あり、( )内は、それを平年度化させた
計数である

単位：円

▲101億

支
援
費
制
度

精
神
障
害
者

福
祉
制
度

▲９億▲４億▲３億当年度不足額

４１億３０億２７億１９億当初予算

１８年４月
以降義務
的経費化

173億
補正予算
で措置

１８年４月
以降義務
的経費化



平成１８年度予算の概要（障害保健福祉部） ７，５２５億円 → ８，１３１億円（＋６０６億円 ＋８．１％）

【平成１７年度予算】
義 務 的 経 費

６，６６８億円

裁 量 的 経 費

８０２億円

公共投資関係

５５億円

【平成１８年度予算（案）】

義 務 的 経 費

７，２７２億円

裁 量 的 経 費

８１２億円 公共投資関係

４７億円

＋６０４億円（＋９．１％）

＋１０億円（＋１．２％）

▲８億円（▲１４．４％）

○介護給付・訓練等給付等
４，１３１億円

○公費負担医療（精神通院医療・育成医療・
更生医療）

８６２億円
○特別児童扶養手当

９１１億円

○地域生活支援事業（６月分）
２００億円

○障害者就労訓練設備等整備事業
２０億円

○障害者保健福祉推進事業等
３５億円

○社会福祉法人等減免事業
３６億円

○指定入院医療機関の整備
（医療観察法）

４０億円
○国立更生援護所

７億円



２．障害者自立支援法による改革の
ポイント



「障害者自立支援法」「障害者自立支援法」のポイントのポイント

障害者施策を３障害一元化障害者施策を３障害一元化

就労支援の抜本的強化就労支援の抜本的強化

安定的な財源の確保安定的な財源の確保

・養護学校卒業者の５５％は福祉施設に入所

・就労を理由とする施設退所者はわずか１％

・新規利用者は急増する見込み

・不確実な国の費用負担の仕組み

利用者本位のサービス体系に再編利用者本位のサービス体系に再編

・ 障害種別ごとに複雑な施設・事業体系

・ 入所期間の長期化などにより、本来の施設目
的と利用者の実態とが乖離

自
立
と
共
生
の
社
会
を
実
現

障
害
者
が
地
域
で
暮
ら
せ
る
社
会
に

支給決定の透明化、明確化支給決定の透明化、明確化

・全国共通の利用ルール（支援の必要度を判定

する客観的基準）がない

・支給決定のプロセスが不透明

法律よる改革

現状

現状

現状

現状

・ ３障害（身体、知的、精神）ばらばらの制度体

系（精神障害者は支援費制度の対象外）

・実施主体は都道府県、市町村に二分化

現状
○３障害の制度格差を解消し、精神障害者を対象に

○市町村に実施主体を一元化し、都道府県はこれをバッ
クアップ

○３３種類に分かれた施設体系を６つの事業に再編。
あわせて、「地域生活支援」「就労支援」のための事業や
重度の障害者を対象としたサービスを創設

○規制緩和を進め既存の社会資源を活用

○新たな就労支援事業を創設
○雇用施策との連携を強化

○支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）
を導入

○審査会の意見聴取など支給決定プロセスを透明化

○国の費用負担の責任を強化（費用の１／２を負担）
○利用者も応分の費用を負担し、皆で支える仕組みに



障害福祉サービスの「一元化」（制度の現状）

身
体
障
害
・
知
的
障
害

精
神
障
害

在
宅

施
設

在
宅

病
院

１８歳 ４０歳 ６５歳

支援費制度
（市町村）

介護保険制度
（市町村）

措置制度
（都道府県等）

介護保険制度
（市町村）

精神障害者居宅生活支援事業・社会復帰施設
（市町村） （都道府県）

医療保険制度等

（注）かっこ内はサービスの実施主体や保険者等

○障害の種別や年齢により、制度が複雑に組合わさっている。



障害福祉サービスの「一元化」（改革後の姿）

措置制度

支
援
の
必
要
な
障
害
者

在
宅

施
設

１８歳 ４０歳 ６５歳

障害者自立支援法に基づく新たな制度

（市町村）

介護保険制度

（市町村）

医
療

医療保険制度等

○「障害者自立支援法」において、障害者に共通の自立支援のための各種福祉サービス
を一元的に規定

○サービス提供主体は市町村に一元化

（注）障害児の入所施設に係る事務の
市町村移譲については、概ね５年後の
施行を念頭に３年以内に結論を得る。
それまでの間は児童福祉法に基づく。



療養介護（※１）

○ 「地域生活支援」、「就労支援」といった新たな課題への対応するため、自立訓練や就労移行支援等の地域
生活への移行に資する機能を強化するための事業を実施する。

○ 入所期間の長期化など本来の施設の機能と入所者の実態の乖離を解消するため、サービス体系を機能に
着目して再編し、効果的・効率的にサービスが提供できる体系を確立する。

就労継続支援

就労移行支援

生活介護

自立訓練

（ 福祉型 ）

（ 医療型 ）

以下から一ないし複数の事業を
選択

身 体 障 害 者 療 護 施 設

更 生 施 設 （ 身 体 ・ 知 的 ）

＜現 行＞ ＜見直し後＞

※２ 障害者支援施設は
いずれも第１種社会福祉事業

住まいの場
日中活動の場

授産施設 （身体 ・知的 ・精神 ）

障害者支援施設
の施設入所支援
（※２）

又は

居住支援サービス

（ケアホーム、グループホー

ム、福祉ホームの機能）

精 神 障 害 者 生 活 訓 練 施 設

小規模授産施設（身体･知的･精神）

福祉工場 （身体 ・知的 ・精神 ）

障 害 者 デ イ サ ー ビ ス

概
ね
５
年
程
度
か
け
て
新
体
系
へ
移
行

概
ね
５
年
程
度
か
け
て
新
体
系
へ
移
行

精神障害者地域生活支援センター

（ デ イ サ ー ビ ス 部 分 ）

重 症 心 身 障 害 児 施 設

（ 年 齢 超 過 児 ）

進行性筋萎縮症療養等給付事業

※１ 医療施設において実施。

（ 機能訓練・生活訓練 ）

地域活動支援センター

（ 地域生活支援事業）

（施設体系・事業体系の見直し）



○ 人口規模の小さい市町村等での対応のため、地域特性を踏まえた柔軟な運営が可能となるよう、複数の機
能のサービスを実施する多機能型を認める。

○ サービスの質の確保の観点から、タイプ別に最低のユニット（定員）の基準を設けるとともに、共通のカリキュ
ラムを除き、原則としてユニット単位でサービスを提供。

・常時保護を要する重度の障害者

・地域生活へ移行するために訓練が

必要な者

・適切な訓練により一般企業等への就

労移行が可能な者

同
一
の
施
設
に
混
在
し
て
い
る

自立訓練事業（１ユニットあたりy人）
職員配置 ○：１

必要な設備等

・炊事、洗濯、掃除等日常生活を送るために必要な設備

・面接室

就労移行支援事業（１ユニットあたりz人）※

必要な設備等

・作業場 ・休憩室等

職員配置 △：１

生活介護事業（１ユニットあたりx人）

必要な設備等

・作業場 ・休憩室等

職員配置 □：１

※利用者を就労へ移行させた実績等を要件とする。

多機能型既存施設

（複数の事業を組み合わせて実施～多機能型）
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家族の一般就労への移行についての考え方消極的

積極的

社会就労センター調べ（平成１２年）

しかし実際に就職のために施設を出た人は年間１％程度

養護学校の卒業者の半数以上（５５％）が福祉施設へ



雇用と福祉の連携による就労支援

一般企業での

雇用を希望

する障害者

一般企業での

雇用を希望

する障害者

就職就職
継続的な

雇用の

実現

継続的な

雇用の

実現

福祉施策

(就労移行支援事業等)

職場開拓等

トライアル雇用

ジョブコーチ

委託訓練等

雇用施策
職業評価

職業相談

職場開拓等

ジョブコーチ

定着支援

定着支援

施設体系の見直しによる

一般就労への移行促進（

障害者自立支援法）
拡充

作業訓練

・基礎体力養成
・対人関係構築
・施設外授産
等

※ 障害者就業・生活支援センター事業

（就業・生活両面にわたる一体的な相談・助言等）

失
業
・
離
職

＜再チャレンジ＞

障害者雇用促進法

改正に併せて創設

職業紹介

※ 地域障害者就労支援事業
ハローワークが福祉施設等と連携して、個々の障害者に

応じた支援計画を策定。計画に基づく就職・職場定着支援

障害者雇用促進法改正

による拡充



地域の限られた社会資源の活用

（運営基準の緩和）

• 制度を抜本的に見直し、一つの施設で異なる障害を持つ人にサービス提供できるよう
規制緩和（一つの障害種別についてサービス提供してもよい）

（施設基準の緩和）

• 障害福祉サービスの拠点として、空き教室や空き店舗、民家の活用ができるよう施設基
準を緩和

（運営主体の緩和）

• 通所サービスについて、社会福祉法人のみならずＮＰＯ法人等も参入可能になるよう運
営主体の規制を緩和

（既存のサービスの活用）

• 施設、事業体系を再編し、現在、法定外の事業である小規模作業所のうち、良質なサー
ビスを提供するものについては、新たなサービス体系の下でサービス提供できるよう、
都道府県の障害福祉計画に基づいて計画的に移行。

身近なところにサービス拠点

小規模な市町村でも障害者福祉に取組可能・地域活性化に貢献



障害程度区分認定調査項目（約１００項目）

支給決定について

一次判定（市町村）

二次判定（審査会）
医師
の意
見書

障害程度区分の認定

介護給付を希望する場合 訓練等給付を
希望する場合

暫定支給決定

支給決定

勘案事項調査項目
○ 地域生活 ○ 就労 ○ 日中活動 ○ 介護者 ○ 居住 など

訓練・就労評価項目 個別支援計画

障害者の福祉サービスの必要性を総合的に判定するため、支給決定の各段階において、①障害者
の心身の状況（障害程度区分）、②社会活動や介護者、居住等の状況、③サービスの利用意向、④訓
練・就労に関する評価を把握し、支給決定を行う。

サービスの利用意向の聴取

審査会の意見聴取

①障害者の心身
の状況

②社会活動や介
護者、居住等の
状況

③サービスの利
用意向

④訓練・就労に
関する評価

第２２条第１項関係


